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2019 年の韓国の輸出が 45% 程度減っているというデータからも、実態として浮き上がっ
てくる。
図表１は、統計庁による、満 15 歳～ 29 歳までの青年失業率の推移を年度別に示したも









































手たちは、一日 17 ～ 18 時間の仕事、超過勤務手当、無事故手当、精勤手当などをあわせ
　35
所得主導成長政策と韓国社会の変化
て、月平均 320 万ウォン程度の収入を得ている。ところが、週 52 時間上限になったため





























































































































































いう願望を持つが、所得主導成長の理論的背景である ILO 分析の根拠を提示した World 





















































































２．韓国統計庁 2018. 6. 15
３．Chang Hack Shim 著『青年失業、労働市場、そして国家』p.320
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